様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　2024　年　2　月　13　日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）しらさぎでんきこうぎょうかぶしきがいしゃ    
一般事業主の氏名又は名称 白鷺電気工業株式会社     
（ふりがな）ぬまたゆきひろ　      
（法人の場合）代表者の氏名 沼田　幸広     印   
住所　 〒861-8035
熊本県熊本市東区御領8丁目3-38
法人番号　1330001002440　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	白鷺電気工業DX計画

	公表日
	　　　2023　年　11　月　30　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	白鷺電気工業株式会社HPで公表
「白鷺電気工業DX計画」
https://www.shirasagidenki.co.jp/wordpress/wp-content/uploads/2023/11/白鷺電気工業DX計画.pdf
P4：トップメッセージ
P6：DXビジョン

	記載内容抜粋
	【トップメッセージ】
近年、当社を取り巻く環境は、就労人口が減少する中での世界的半導体企業の進出に伴う人材獲得競争や建設資材の高騰など、激しく変化しています。そのような中、デジタル技術は飛躍的な発展を遂げ、その技術の活用による生産性の向上やデータの利活用が課題を解決する重要な要素となってきています。
このような環境の変化においても、これまで以上の価値をお客様に提供できますように当社では「白鷺電気工業DX計画」を策定しました。

【DXビジョン】
デジタル技術の活用により、新たな価値をお客様に提供するとともに幸福度NO.１企業を目指します

【DXビジョン実現の方向性】
１．デジタル技術の積極的な活用で社内業務を変革
デジタル技術の積極的な活用により生産性向上を図ることで、お客様と接する時間を拡大するとともに、社員の新たな取組へのチャレンジを支援します。
２．DX推進の内製化
システム開発を含む自社のDX推進を内製化するとともに、得られたノウハウをグループ企業にも展開していきます。
３．データ分析による新しい価値創造
蓄積されたお客様データや業務データを分析することで、新しい価値を創造します。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	上記内容は、取締役会より承認権限を委譲された「経営会議」で承認を得た内容です。なお、「経営会議」には代表取締役をはじめとした取締役も出席しています。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「白鷺電気工業DX計画」


	公表日
	　　　2023　年　11　月　30　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	「白鷺電気工業DX計画」
https://www.shirasagidenki.co.jp/wordpress/wp-content/uploads/2023/11/白鷺電気工業DX計画.pdf
P8～P10：これからの戦略

	記載内容抜粋
	１．デジタル技術の積極的な活用で社内業務を変革
１－１ 顧客管理システムの徹底活用
１－２ クラウドの更なる活用
１－３ システムロードマップの制定
２．DX推進の内製化
２－１ 顧客管理システムのエンジニア育成
２－２ デジタルリテラシーの底上げ
２－３ グループ企業への展開
３．データ分析による新しい価値創造
３－１ お客様情報の分析・社員の声の分析
３－２ SNSを活用したマーケティング
３－３ 経営情報のダッシュボード化

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	上記内容は、取締役会より承認権限を委譲された「経営会議」で承認を得た内容です。なお、「経営会議」には代表取締役をはじめとした取締役も出席しています。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	「白鷺電気工業DX計画」
https://www.shirasagidenki.co.jp/wordpress/wp-content/uploads/2023/11/白鷺電気工業DX計画.pdf
P11～P12：組織・人材育成・IT環境

	記載内容抜粋
	（１）組織
・代表取締役直下に設置している「DX推進委員会」で、定期的にDX計画の進捗を確認するとともに、最新のデジタルテクノロジーについて情報収集を⾏い、業務への活用に向けた議論を⾏います。
・ITベンダーをはじめとした外部機関と連携・協業することで、外部のノウハウを社内に取り込みます。
（２）人材育成
・自社で作成している研修動画の拡充とEラーニングコンテンツの整備
・セキュリティ意識の更なる醸成に向けた社内勉強会の開催
・ITパスポート、ベンダー系資格をはじめとしたデジタル関連資格の取得推進と資格手当の拡大
・現場代理人の働き方改革、育児や介護休業中の社員の就労環境構築を目指した建設ディレクターの育成
・マインドセット転換に向けた外部講師による定期的なDX勉強会の開催や各種セミナーへの参加



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	「白鷺電気工業DX計画」
https://www.shirasagidenki.co.jp/wordpress/wp-content/uploads/2023/11/白鷺電気工業DX計画.pdf
P12：組織・人材育成・IT環境

	記載内容抜粋
	（３）IT環境
・システムロードマップに則した計画的なシステム導入
・データ分析に必要となるソフトウェアの選定と導入
・新たなサイバー攻撃⼿法の調査と各システムの定期的なセキュリティ点検



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「白鷺電気工業DX計画」


	公表日
	　　　2023　年　11　月　30　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	「白鷺電気工業DX計画」
https://www.shirasagidenki.co.jp/wordpress/wp-content/uploads/2023/11/白鷺電気工業DX計画.pdf
P13：成果指標

	記載内容抜粋
	１．デジタル技術の積極的な活用で社内業務を変革
（戦略）１－１ 顧客管理システムの徹底活用
（指標）顧客管理システム利用率100％
（期日）2025年

（戦略）１－２ クラウドの更なる活用
（指標）新たなクラウドシステムの導入2件
（期日）2025年

（戦略）１－３ システムロードマップの制定
（指標）システムロードマップ制定完了
（期日）2025年

２．DX推進の内製化
（戦略）２－１ 顧客管理システムのエンジニア育成
（指標）顧客管理システムエンジニアを含むIT担当者3名
（期日）2025年

（戦略）２－２ デジタルリテラシーの底上げ
（指標）ITパスポート、ベンダー系資格 70名
（期日）2025年

（戦略）２－３ グループ企業への展開
（指標）グループ企業への展開完了 1社
（期日）2025年

３．データ分析による新しい価値創造
（戦略）３－１ お客様情報の分析・社員の声の分析
（指標）新サービス2件／改善件数10件
（期日）2025年

（戦略）３－２ SNSを活用したマーケティング
（指標）SNSからのフィードバック分析開始
（期日）2025年

（戦略）３－３ 経営情報のダッシュボード化
（指標）ダッシュボードの利用・運用の定着
（期日）2025年




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　2023　年　11　月　30　日

	発信方法
	「白鷺電気工業DX計画」
https://www.shirasagidenki.co.jp/wordpress/wp-content/uploads/2023/11/白鷺電気工業DX計画.pdf
P4：トップメッセージ

	発信内容
	近年、当社を取り巻く環境は、就労人口が減少する中での世界的半導体企業の進出に伴う人材獲得競争や建設資材の高騰など、激しく変化しています。そのような中、デジタル技術は飛躍的な発展を遂げ、その技術の活用による生産性の向上やデータの利活用が課題を解決する重要な要素となってきています。
このような環境の変化においても、これまで以上の価値をお客様に提供できますように当社では「白鷺電気⼯業DX計画」を策定しました。
今後は、この「白鷺電気工業DX計画」を社員一丸となって着実に推進するとともに、進捗状況等をSNSやホームページ等により定期的に発信していきたいと考えております。
代表取締役社長 沼田 幸広



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年　9月頃　～　継続中

	実施内容
	「DX推進指標自己診断フォーマット」を活用した自己診断を行い、自社のDX成熟度における課題を把握しました。
自己診断結果は「DX推進指標　自己診断結果入力サイト」にアップロードしました。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2023年　9月頃　～　継続中

	実施内容
	2023年9月29日に情報セキュリティ基本方針を公表しました。
また、2023年10月にSECURITY ACTIONの２つ星を自己宣言しました。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

